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研究成果の概要（和文）：臨界現象の時系列解析手法であるナチュラル・タイム解析を用いて地震発生前の臨界
状態の時系列解析を行った。日本の地震については大地震の前には、先行的変動つまり臨界状態の開始時が本解
析手法で検知できることがわかった。また、その臨界状態は震央付近に発生していることもわかった。さらに
2011年東北地方太平洋沖地震については、約２ヶ月前から臨界状態になっていると判断でき、他の先行現象が発
生し始めた時期と同期していることがわかった。

研究成果の概要（英文）：We investigated how to identify the onset of critical state before large 
earthquakes, by applying the natural time analysis method, which is useful for analysis of critical 
phenomena, to the time series of seismicity. For large earthquakes in Japan, we found it was 
possible by this method to identify the time of entry to the precursory stage, i.e. the beginning of
 the critical state
. The regions entering the critical state were located around the epicenters of the impending large 
earthquakes. In addition, we can be justified to consider that the critical state was found starting
 about two months before the 2011 M9.0 Tohoku earthquake, which was coincident with the appearance 
of other precursory phenomena.

研究分野：地球物理学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
近年、我々の共同研究者、アテネ大学物理
学科の Varotsosらは、時間はイベントが起こ
るたびに進むという新時間概念 “Natural 
Time”（ナチュラル・タイム）を提唱した 
(Varotsos et al., Phys. Rev. E., 2002)。この時間
概念を臨界現象に適応すると、2 次相転移に
おける臨界点の到達時を認識することがで
きる。著例としては、地震に先行する地電流
異常(SES)がこの臨界点認識法と適合して発
生することが実証された。また、この概念は
一般性に富み、物性物理のみならず生物物理
や医学にも応用でき、心筋梗塞まで予測可能
とされている。従って、もし地震発生もが臨
界現象であるとすれば、短期予知とは地殻内
の stress levelが臨界点に達したかどうかの認
識と同義となる。一方、地震現象は自己組織
化臨界現象であるとする視点は一部先進的
研究者によって、1980年代から唱えられてき
た。しかし、現実には臨界点到達時点の認識
が困難であるため、短期予知研究などには直
接役立ってこなかった (Bak and Tang, J. 
Geophys. Res., 1989; Main, Rev. Geophys., 
1996)。 ナチュラル・タイムの登場はここに
突破口を開きつつあるといえよう。 
 
２．研究の目的 
地震予知は科学的にも、社会的にも極めて
重要であり、1960年代以降、国家的規模での
研究が進められ、一定の成果を上げてきたが、
依然として地球科学に残された最大難題の
一つである。特に、短期地震予知については、
方法論すら明確化されていない。本研究計画
の目的は、我々が 1980 年代半ば以来進めて
きた地震電磁気学的研究にナチュラル・タイ
ムなる新しい時間概念を導入し、地震先行電
磁現象のみならず地震現象そのものを、物性
物理学での臨界現象として考察し、それらの
発生機構を明らかにするとともに、短期地震
予知実現をはかることである。 
 
３．研究の方法 
臨界現象に関する近年の統計物理学関係
の重要文献をくまなく再検討し、ナチュラ
ル・タイム解析が臨界点同定を可能にするこ
との一般理論を明確化する総合報告の執筆
を最終目標とする。この総合報告では広汎な
分野の理論・実験・観測結果と整合する統一
像を提示するもので、世界の学界への作業仮
説提出と位置づけられる。同時に各種の地震
自己組織化臨界説との理論的相関を明らか
にする。また、ナチュラル・タイム解析を日
本・ギリシャをはじめ各地のデータに適用し、
臨界現象としての地震先行電磁現象・地震現
象の上記統一像を検証・確立し、短期地震予
知精度を画期的に高め、論文を執筆する。 
 
４．研究成果 
ナチュラル・タイム概念は、臨界状態判別
パラメータとなる κ1が 0.07 に収束すること

によって臨界現象における臨界点の発生時
を認定できるとされている。本科研費の開始
前において κ1の分布(β 値)の変動に着目し、
時間変化を調べたところ、1983 年以降の日
本の大地震の前ではほぼ常に β値の低下があ
り、特に 2011 年東北地方太平洋沖地震前で
は最小の β 値となった (Sarlis et al., PNAS, 
2013)。本科研費では、これらの β値の空間的
相関について調べた。その結果、日本の大地
震の前には、震央の付近のみに β値変動が見
られたため、この結果も米国科学アカデミー
紀要に論文発表した(Sarlis et al., PNAS, 2015)。 
 先行研究では、κ1をどの期間から解析をす
れば臨界点を判定できるかは、臨界状態の開
始点から解析を開始すればよいとされてい
る。もし系が臨界状態になり始めたとするな
らば、地震・測地学的、地球化学的、地球電
磁気的などの多種の先行現象が同時期に発
生している可能性がある。2011年東北地方太
平洋沖地震においては、1月上旬から κ1算出
の開始時とすると本震直前に βという κ1の分
布を示すパラメータが最小になることがわ
かっている(Sarlis et al., PNAS, 2013)。一方、
その最小時においては、地磁気の変動、測地
的変動が開始するという報告があり、整合的
な結果が得られていることがわかった。現在
この成果は、投稿準備中である。 
 また、本科研費では、複数の地震学的先行
現象抽出解析をナチュラル・タイム解析との
比較のために 2016 年熊本地震について研究
した。先行現象抽出手法として、b値, Z map, 
RTM, 地震発生数密度解析の解析手法を採用
した。いずれの手法でも先行的変動の存在の
指摘は行えた(Nanjo et al., 2016)。本報告では、
事例として、地震発生数密度解析について以
下に報告する。 
 Lippielloらは、カリフォルニアの地震発生
数密度を本震前後について統計的に解析し、
余震の分布と前震の空間分布パターンはほ
とんど同一という結果を公表した(Lippiello 
et al., SREP, 2013)。本科研費ではこの結果に
基づき、まず気象庁一元化地震カタログを用
い、震央を中心として余震および前震の発生
密度がどのような空間分布をしているかを
日本の地震について検証した（Nanjo et al., 
2016）。その結果、Lippielloらのカルフォルニ
アのケースと同様に、日本の余震と前震の空
間パターンはほとんど同一という結果を得
た。さらに、そのパターンはアスペリティの
サイズに関係することも分かった。このこと
から、テクトニクスが異なる日本とカルフォ
ルニアに関わらず、地震は自分の大きさを本
震前に知っていた事という仮説を支持する。
図１は特徴的な距離 Δrcと本震のマグニチュ
ード mの関係を示す。次に、事例解析として
本手法を 2016 年熊本地震に適応させたとこ
ろ図２のようになった。図１に示す統計的結
果とは異なり、前震発生領域のほうが、若干
余震発生領域より大きくなるという結果を
得た。また本手法を応用して先行現象の検知



を試みたところ 2013 年ごろから前震活動と
しての先行現象が判別できた。 
次に、ナチュラル・タイム解析において

2016年熊本地震の解析を行った。κ1および β
の時系列解析を行ったところ 2014 年ごろか
ら、臨界状態への変化が見られ始めた(図 3)。
一方、ETAS カタログでは顕著な臨界状態へ
の変化は見られなかった。以上の結果は、
Sarlis et al. (2013)と類似した結果となる。本成
果については現在論文執筆中である。 

 

 

図１. 特徴的な距離 Δrc と本震のマグニチュ
ード mの関係。丸印は本震に先行する地震活
動、菱形印は本震に引き続く地震活動。熊本
地震は青色のデータで示す。青色の丸印は
M6.5の前震より前の地震活動、青色の菱形印
は M7.3 の本震より後の地震活動。参考とし
て、M6.5からM7.3までの地震活動のデータ
を赤色の菱形印で示す。直線はアスペリティ
の半径と地震のmの関係を示す（Somerville et 
al. (2015)に基づく）。挿入図は、地震発生数密
度 ρ(Δr)と本震（m=4-5）からの距離 Δr の関
係。緑色の丸印は本震に先行する地震活動、
緑色の菱形印は本震に引き続く地震活動。冪
乗関係 ρ(Δr)～Δr-ηをデータにフィッティング
させている（η=1.35）。フィッティングから逸
脱する距離を特徴的な距離 Δrcとして矢印で
示す（Nanjo et al., 2016）。 

 
図２ . 熊本地震における地震発生数密度
ρ(Δr)と距離 Δrの関係。青星印は、M7.3の本
震より後の地震活動。参考として、M6.5から
M7.3 までの地震活動のデータを赤三角印で
示す。冪乗関係 ρ(Δr)～Δr-ηをデータにフィッ
ティングさせている（η=1.35）。フィッティン
グから逸脱する距離を特徴的な距離 Δrcとし
て矢印で示す。挿入図は、M6.5の前震より前
の地震活動についての ρ(Δr)と Δrの関係を示
す。ばつ印はM6.5より前の 18年間の地震活
動に基づくデータを示す。同様に、灰色の三
角印、黄色の菱形印、青色の丸印は、それぞ
れ、１2年間、6年間、3年間の地震活動のデ
ータを示す。M6.5より前の 3年間の地震活動
のデータに冪乗関係 ρ(Δr)～Δr-1.35をフィッテ
ィングさせ、フィッティングから逸脱する距
離 Δrcを矢印で示す。Δr=55km より長い距離
（灰色の領域）での ρ(Δr)は、バックグラウン
ドレベルの地震活動密度を示す(Nanjo et al., 
2016)。 
 

(a)  
 



(b)  
図３ β値および κ1分布の時系列図。時刻は
それぞれのカタログにおける κ1 解析開始時
を通常時間軸の時刻とした。(a) 熊本地震の
実地震カタログ、(b) ETASカタログ。 
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